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§はじめに 

再生可能エネルギーの利用を推進するため、平成24年 7月から固定価格買取制度が開始されて以降、

その一つに挙げられる太陽光発電設備の導入が急速に設置が進んできました。高森町では、多様な

エネルギーの確保と地球温暖化防止の観点から、平成21年度に太陽光発電設備設置補助金を、平成

24年度に太陽熱温水器、バイオマス設置補助金をそれぞれ制度化し、導入の支援を行ってまいりま

した。現在、新たに建築される建築物のおよそ4割には屋根に設置がされており、複数の地上設置

型太陽光発電設備が設置されています。 

町を取り巻く環境では、人口減少を少しでも抑制し近づくリニア開業や三遠南信道路の整備、座光

寺スマートインターチェンジ開通など高速交通時代を見据え、平成25年3月に「土地利用の届出等に関

する条例」を制定し、同年9月以降の一定規模以上の土地の利用の変更について届け出により把握する

こととしました。その後、町全体の土地利用の状況と今後の考え方を示す「高森町土地利用計画」を

平成28年3月に、平成30年4月には景観も町の固有の財産と捉え、その保存と形成を謳う「高森町景観

計画」を定め景観団体に移行しました。各制度施行よりこれまでに提出された届出は、土地利用の届

出54件、景観に関する行為の届出32件、計86件となります。このうちの40件が地上に設置する太陽光

発電設備に関するものでした。またそれぞれの土地の元用途をみると、近年の後継者不在などによる

不耕作土地の活用として地上設置太陽光発電が利用されている状況が見て取れます。直近5年間で提出

された農地転用許可申請の内訳を見ると、500㎡を超える申請79件の内23件が地上設置太陽光発電設備

に関するものであることからも、こうした傾向が現れています。 

こうした太陽光発電の導入が進む一方で、比較的規模の大きな地上設置太陽光発電設備に対して懸

念が示されるようになっています。町内を対象とする固定価格買取制度による太陽光発電事業計画の

認定案件は、令和2年1月現在で総計125件あります。この中で2015年以前に設備認定された83件のうち、

未だ未稼働となっている設備が16件あり、計画はしても運転開始に至らないケースが一定程度あるこ

とが見て取れます。同様に、認定された案件の半数を超える65件では、事業完了時の廃棄費用の積み

立て状況についての実績が報告されていません（「開示不同意」と報告された件数は除く）。全量買

取りの産業用発電設備に定められた固定買取期間(20年間)終了後に対する具体的な準備がまだまだ進

められてないと考えられます。 

また、現時点において太陽光発電設備の設置・運営そのものに直接的に規制する法令や基準等が無い

ことから、災害発生が危惧される場所であっても建設計画を進めることが可能となっています。その

ため、全国や長野県内でも、比較的規模の大きな案件において事業者と地域住民との間でトラブルが

発生しており、問題となるケースが生じています。多くの急傾斜地や急流を抱える当町内でも、同様

の懸念が示されています。 

■高森町内の太陽光発電設備をめぐる状況 

■太陽光発電設備に対し示される懸念 



 

 

このような状況を踏まえ、以下のねらいをもってこの手引きを作成しました。１として、あらかじめ

太陽光発電設備の設置に伴う手続きの意図を表明し手続きを明確に示すこと、２として土地所有者も

含む太陽光発電事業者に対し、町内での事業実施にあたり法令等の規制が無い場合でも遵守していた

だきたい事項を明示し自主的な取り組みを求めること、３として、周辺地域住民に事業者の計画に対

し冷静な理解を求めること、です。これにより、太陽光発電事業が調和をもって地域に受け入れられ

る事業となり、再生可能エネルギーの推進に繋げることを目指します。 

  

■手引き作成のねらい 



 

 

§太陽光発電設備の適正な導入の手引き 

この手引きは、町内における地上に設置する太陽光発電設備（以下、「発電設備」という。）の設

置に関し、土地の有効利用と景観の保護に関し求められる手続きと検討すべき点についてまとめたも

のです。 

太陽光発電事業者（設備設置者と土地所有者が異なる場合は、土地の所有者を含む。以下、「事業

者」という。）の方は、事業を実施するにあたり、災害の防止や良好な景観の形成、自然環境・生活

環境の保全、地域住民との合意形成等、用地の選定などの計画段階から多角的な観点からの検討を行

い立地に適したエリアへの計画とすること、設置後の適正な維持管理及び事業廃止時の施設の取扱い

なども含め計画時に示すことなど、地域に受け入れられる発電施設となるよう自主的な取り組みも含

め検討するようお願いします。 

地域住民の方は、太陽光発電によるエネルギーの確保の重要性も踏まえ土地利用の一つの形態とし

て太陽光発電設備を広く認めながら、示される計画を基に、設備の適切な設置・維持・廃止について

冷静に見守ることをお願いします。 

これらの取り組みを通じ、事業者と地域の相互理解と協力によって適切な発電設備の設置と住民の

安全と安心の両立につながりますよう、この手引きをご活用ください。 

 

この手引きは、高森町土地利用の届け出に関する条例又は高森町景観条例に定められる行為の届け

出の対象となる規模以上の太陽光発電設備（建築物へ設置するものを除く）を対象としています。こ

れには、同一の事業者等※1 が同時期又は近接した時期※2 に、実質的に一体と認められる場所で複

数の発電設備に分割して設置する場合も対象とします。 

※1 同一の事業者等とは…事業主、土地所有者、設計者・施工者 

※2 同時期又は近接した時期とは…既存の太陽光発電施設の電力供給開始後１年以内 

太陽光発電事業の実施にあたり、用地の選定の際には、法的な規制の有無や採算性だけでなく、防災

や景観、環境等の多角的な観点から地域への影響を検討する必要があります。 

当町は面積の約６割を森林占めており、段丘林はこの地域の特徴ある景観をなすものとして景観計画

でも重点地域に指定されています。また、多くの急傾斜地や崖地を抱えています。この地域の地勢や

現在の太陽光発電の現状を踏まえ、「立地を避けるべきエリア」及び「立地に慎重な検討が必要なエ

リア」を明示しています。これらのエリアの多くは法令上開発行為が厳しく制限されており、災害発

生のリスク、良好な景観の阻害、自然環境や生活環境への影響が懸念され、地域住民の理解が得られ

ず事業が進まないケースや想定していなかったコストが発生するケース等様々な課題を生じる可能性

が大きいことから、これらのエリアでの計画・事業実施については、立地場所の変更を含め十分な検

討を行ってください。また、「適正な導入のために遵守すべき事項」や「地域住民との合意形成」に

ついて記載しておりますので、十分参考にし適正な計画に基づき事業を実施してください。 

1．対象 

２．計画段階 



 

 

 （１） 立地を避けるべきエリア(レッドエリア)  

法令上開発行為が厳しく制限されている区域や防災、景観、環境等の観点から発電設備が設置されることにより、

周辺に甚大な影響が想定される地域などを、本手引きでは、立地が望ましくない、「立地を避けるべきエリア」(レ

ッドエリア)とします。「立地を避けるべきエリア」は、様々なリスクが生じる可能性があるエリアであるため、原則、これ

らのエリア内での立地は避けてください。 

本手引きで規定する「立地を避けるべきエリア」は、次のとおりです。 

(レッドエリア) 

 
要素 エリア(区域の名称等) 関係法令等 

 

「
立
地
を
避
け
る
べ
き
エ
リ
ア
（
レ
ッ
ド
エ
リ
ア
）
」 

災
害
防
止
・
森
林
機
能
保
全 

①  砂防指定地 砂防法 

②  地すべり防止区域 地すべり等防止法 

③  急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による 

 

 

災害の防止に関する法律 

④  土砂災害特別警戒区域 土砂災害防止法※3 

 土砂災害危険箇所等 国土交通省や林野庁の調査 

 (1)土石流危険渓流 
 

要領・点検要領により県が 

 (2)地すべり危険箇所 
 

調査し、公表している土砂 

 (3)急傾斜地崩壊危険箇所 
 

災害が発生するおそれのあ 

 (4)地すべり危険地 る箇所 

⑤  保安林 森林法 

農
地
保
全 

⑥  農用地区域等 農地法、農振法※4 

 (1)農用地区域内農地(いわゆる青地)  

 (2)第１種農地(農地または採草放牧地)  

景
観
・ 

自
然
環
境
保
全 

⑦  国定公園 自然公園法 

 (1)第１種特別地域  

 (2)第３種特別地域  

⑧  景観重点地域 景観条例 

 (1)沿道地域（広域農道）  

 (2)段丘林地域  

※3 法令名称：「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」 

※4 法令名称：「農業振興地域の整備に関する法律」 

 



 

 

 

 （２） 立地に慎重な検討が必要なエリア(イエローエリア)  

発電設備の規模等によっては、法令上の手続きが不要な場合もありますが、災害発生のリスク、良好な景観の阻

害、自然環境・生活環境への影響が懸念される地域などで、「立地に慎重な検討が必要なエリア」(イエローエリア)

とします。 

これらのエリアで発電施設を設置する場合についても、地域住民の理解を得た上で事業を行うことが重要であるこ

とから、地域の同意に長期間を要する可能性がある等のリスクがあり、次に示す「（４）適正な導入のために遵守す

べき事項」の防災、景観、環境の事項を考慮し、立地場所の変更も含め慎重な検討を必要とするエリアです。 

 

本手引きで規定する「立地に慎重な検討が必要なエリア」は、次のとおりです。 

(イエローエリア) 

 
要素 エリア(区域の名称等) 関係法令等 

 

「
立
地
に
慎
重
な
検
討
が
必
要
な
エ
リ
ア 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
イ
エ
ロ
ー
エ
リ
ア
）
」 

災
害
防
止
・
森
林
機
能
保
全 

① 土砂災害警戒区域 土砂災害防止法※3 

 土砂災害危険箇所等 国土交通省や林野庁の調査 

要領・点検要領により県が 

調査し、公表している土砂 

災害が発生するおそれのあ 

る箇所 

(1)土石流危険渓流 

(2)地すべり危険箇所 

(3)急傾斜地崩壊危険箇所 

(4)地すべり危険地 

② 地域森林計画の対象民有林 森林法 

景
観
・ 

自
然
環
境
保
全 

③ 景観一般地域 景観条例 

 住居地域  

 田園住居地域  

 山地・高原地域  

④ 鳥獣保護区 鳥獣保護法 

 

 

※レッドエリア・イエローエリアは下記サイト又は高森町役場にてご確認ください。 

  防災・森林⇒信州くらしのマップ https://wwwgis.pref.nagano.lg.jp/pref-nagano/Portal 

  景観⇒高森町ホームページ https://www.town.nagano-takamori.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（３） 行為の届け出と添付する資料  

太陽光発電設備の設置を計画するにあたり、土地利用の届け出に関する条例・景観条例に定める行為の届

け出が必要です。これには、①災害の防止、②景観や環境の保全、③地域の合意、を保つ観点から、以下の点

について確認できる資料を添付してください。具体的な提出書類については、下表及び巻末資料を確認してくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

確認すべき項目 求める対策 添付すべき資料 

   

① 災害の防止 

災害の起きやすい場所 

・危険な個所への設置 

設置計画に立地を避けるべきエリア、慎

重な検討が必要なエリアの適用 

暮らしのマップ（防災）を用い、各エ

リアを表示した図に（1/2500）事

業計画範囲を表示したもの 

雨水排水の対策 排水施設確認の基準の準拠 排水施設計画の平面図(1/250) 

発電設備の構造上の安

全 

「事業計画策定ガイドライン（太陽光）」

（経産省）、「地上設置型太陽光発電

システムの設計ガイドライン」（新エネルギ

ー開発機構）、太陽光発電の環境配慮

ガイドライン（環境省）など、ガイドライン

への準拠 

計画への適用状況をチェック表に記

載 

 

② 景観や環境の保全 

規模・色彩・意匠 景観基準の順守 チェック表、様式（景観への配慮） 

眺望への影響 指定又は任意の点からの眺望の保全 チェック表、様式（景観への配慮） 

事業後の処理 計画時から、固定買取期間後の対策に

ついて準備・対策をとること 

チェック表 

③ 地域の合意形成 

計画に対する地域の 

合意 

地域への説明会を開催 チェック表、様式 

 説明会意見への誠実な対応 〃 



 

 

ア 災害の防止 

イ 良好な景観の形成 

 （４）   適正な導入のために遵守すべき事項  

①計画地の地質・地下水・周辺排水量など諸条件を十分に確認し、災害の防止に配慮した計画としてくだ

さい。 

②土地の形質変更は必要最小限にとどめ、大量な土石の移動は極力避けてください。 

③切土及び盛土は必要最小限にとどめ、勾配はできるだけ緩和して法面の安定化を図ること。切土・盛土面

の法面保護は、擁壁、石張り、モルタルの吹付、芝張り等、確実なもので計画ください。 

④降雨等による土砂流出を未然に防止するため、沈砂池、貯留池等防災施設の設置を先行し、下流域に対する

安全を確保してください。 

⑤事業地内に十分な雨水の浸透施設を設置するなどの排水対策を行ってください。なお、雨水排水対策にあたって

は、「排水施設確認の基準」に基づき、計画、施工をしてください。 

⑥がけ崩れ、出水のおそれや地盤が軟弱な場合は、地盤改良や擁壁工など周辺土地に影響を及ぼさない措置

が必要ないか慎重に検討してください。 

⑦切土や盛土により大きな法面が新たに生じる場合は、法面の上端に続く地盤面は、雨水等が法面の反対

方向へ流れるような勾配にしていください。 

⑧盛土を行う場合は、ゆるみ、沈下又は崩壊が生じないよう、概ね３０㎝ 以下の厚みの層ごとにローラーで締

め固めるなど、確実な転圧をお願いします。 

⑨傾斜地に盛土を行う場合は、段切り等のすべり面対策を実施してください。 

⑩切土、盛土を行う場合で地下水によりがけ崩れや土砂の流出のおそれがないか十分に確認してください。 

⑭高さ２ｍ以上のがけに擁壁を設置する場合については、建築基準法施行令第 142 条の規定を準用し

た構造とすること。 

①稜線や斜面上部、高台など、周囲から見通せる場所は極力避ける。やむを得ずそのような場所を選定する場合

は、造成及び樹木の伐採により一連の稜線を乱すことが無いよう最小限にとどめること。 

②太陽電池モジュールの色彩は、黒または濃紺を基本とし、周囲と調和した色彩で低明度かつ低彩度で目立た

ないものとする。 

③太陽電池モジュール・フレームは、低反射のものを使用するとともに、文字、絵、図等が目立たない又は描かれて

いないものを使用すること。 

④架台、パワーコンディショナー、分電盤、フェンス等の付属設備の色彩は、周囲の景観に配慮したものとすること。 

⑤道路沿いや住宅等に隣接して設置する場合は、敷地境界より一定程度後退するとともに、周辺からから直接

見えないように植栽やフェンス等で目隠しを行い、可能な限り目立たないよう計らう。 

⑥主要な眺望点から視認できる場合は、眺望に配慮し、太陽光発電施設の色彩を背景と同化させることや植栽

を用いる等、人工物の存在感を軽減させること。 

①発電施設の設置工事にあたっては、重機の使用や大型車両等の通行等による埃や排水、騒音などによる環境

への影響を防止すると共に、一般車輌等の安全な通行に万全の措置を講ずること。 

②工事期間中は、工事目的、工事期間、発電事業者名、発電事業者の連絡先、施工業者名及び施工業者

の連絡先を表示し、意見を寄せられた場合は、真摯に対応すること。 

③道路に接する場所に発電施設を設置する場合は、道路の見通しの妨げにならないよう極力高さを抑え、敷地

ウ 生活環境の保全 



 

 

ウ 敷地内への立入防止 

エ 敷地内の除草及び清掃 

境界から後退させるか緩衝帯を設ける等の対策をとること。 

④除草剤等薬剤の使用はできるだけ避け、散布する場合は、事前に散布の日時等について、近隣住民への周知

を図るなど十分な配慮をすること。 

（５）  地域住民との合意形成  

発電施設の立地については、防災面をはじめ景観面、環境面等について、地域住民と十分に協議し、良好な

関係を保ち、合意形成を図ることが大切であり、地域住民の理解を得た上で事業を行ってください。 

このため、事業者は、事業の計画段階で近隣関係者に対して十分な説明を行う必要があります。近隣関係者への

周知・説明とその結果について、行為の届出時に添付資料として確認が必要です。また、地域住民(自治会)から、

事業者との間で合意や約束等をした内容を明確にするための文書作成の要望があった場合は、協定書等を作成し

締結するよう努めてください。 

 

（１）発電施設の適切な維持管理  

 事業者は、発電施設設置後の維持管理についても、適切な措置を講じてください。 

発電設備及び敷地内施設（防護柵、雨水排水処理施設等）については、定期的に保守点検を行うとともに、

機器の故障や施設の破損、雨水流出等の問題が発生した場合は、速やかに対処し、継続して適正な維持管理に

努めてください。 

事業者は、発電設備の設置者名のほか連絡先も含む指定の項目について記載された標識を、外部から見やすい

場所に掲示してください（再エネ特措法施行規則第5条第1項第5号） 

 敷地内への第三者の立ち入りを防ぎ事故発生を防止するため、原則として、敷地内へ容易に入れない高さの防護

柵を設置し敷地を囲ってください（再エネ特措法施行規則第5条第1項第3号、第2項第1号）。 

発電施設の敷地内は、定期的に除草や清掃を行い、隣接の土地所有者等からの苦情が発生しないよう、管理に

努めてください。 

落雷、大雨、台風、積雪等の異常気象や地震により、災害発生またはその恐れがある場合は、速やかに現地を確

認し、発電施設の機器等に異常が発生した場合または発電施設の敷地や施設に起因すると思われる異常が発見

された場合は、早急に対処対処してください。 

 （２）発電施設の撤去・廃棄 

事業者は、発電施設の利用が終了、もしくは発電事業を終了した際には、そのまま放置せず、速やかに発

電施設等を撤去するなど、適正な処理を行う必要があります。 

また、将来の撤去・廃棄については、事業の計画段階から検討しておき、必要に応じ、事業終了時の廃棄（撤

去、運搬、処分）費用を見込んでおくことが重要です。 

発電施設等の撤去・廃棄にあたっては、廃棄物処理法、建設リサイクル法及び環境省の「太陽光発電設備のリ

サイクル等の推進に向けたガイドライン」に基づき、事業者の責任において、適正に処理してください。

３．設置後 

イ 管理者の掲示 

ア 定期的な保守点検 

オ 異常気象等発生時の対応 



 

 

１  この手引きは、令和２年10月１日から施行します。 

２ 本手引きは、原則として施行の日以後に行為の届け出を行う発電施設に適用しますが、既に届け出をしてい

る発電施設または既に事業を行っている発電施設においても、本手引きの趣旨を反映することに努めてくだ

さい。 

３ 本手引きは、土地利用の届け出に関する条例又は景観上に行為の届け出の対象と定められた発電設備（建

築物へ設置するものを除く。）を対象としていますが、対象とならない規模の発電施設（建築物へ設置するも

のを除く。）についても、この趣旨を踏まえ、計画段階から各項に示された事項に配慮した計画となるようお願

いします。 

４ この手引きは、今後の土地利用の変化など必要に応じて随時見直しを行うこととします。 

本手引きについての、問合せ・相談窓口は、下記のとおりです。 

〒399-3193 長野県下伊那郡高森町下市田2183-1 

高森町役場 建設課 管理係 

   電話：0265-35-9407(直通) FAX：0265-35-8294 

電子メールアドレス：kensetsu@town.nagano-takamori.lg.jp  

４．その他 

５．お問合せ先 


